
令和７年度 石川県国民健康保険
特別会計の概要 及び市町における
国民健康保険料率等について 

資料４
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令和７年度石川県国民健康保険特別会計 (当初予算)の概要

〇 令和７年度当初予算は、令和６年度当初予算比で約8億円増の933億円

（国庫等返還金に充てる費用や基金積立金については、補正予算で対応予定）

（補正予算）

前年度繰越金　6 億円
基金積立金　 5 億円（見込）

諸支出金　　  1 億円（見込）

【歳入】

933 億円
(R６当初予算比 ＋8億円）

【歳出】

933 億円
(R６当初予算比 ＋8億円）

公費

310 億円 市町への保険給付費等交付金

764 億円
市町からの納付金

291 億円

前期高齢者交付金等

326 億円 後期高齢者医療制度への支援金等

169 億円基金繰入金　6 億円

・国

・県(一般会計)

１９市町

社会保険診療

報酬支払基金

１９市町

社会保険診療

報酬支払基金
県(国保特会)

県(国保特会)

財政安定化基金

国庫等返還金
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〇 医療費(保険給付費)支出の増、被用者保険からの支援金(前期高齢者交付金)

収入の減等により、県平均の一人当たり納付金額は約7.5%増加することとなった。

（一人当たり保険給付費は、前年度当初予算に比べ、約3.3%増加すると見込んでいる）

令和７年度 納付金算定結果

R6算定額①

（円）

R7算定額②

（円）

増減額(②-①)

（円）

増減率(②/①)

（％）

R6算定額①

（円）

R7算定額②

（円）

増減額(②-①)

（円）

増減率(②/①)

（％）

金 沢 市 157,740 169,482 11,742 7.4 野 々 市 市 161,330 175,021 13,691 8.5

小 松 市 150,679 161,364 10,685 7.1 津 幡 町 151,353 161,816 10,463 6.9

七 尾 市 137,541 147,151 9,610 7.0 か ほ く 市 153,592 168,681 15,089 9.8

加 賀 市 143,056 151,900 8,844 6.2 内 灘 町 142,815 153,485 10,670 7.5

輪 島 市 131,653 143,405 11,752 8.9 志 賀 町 132,913 146,947 14,034 10.6

珠 洲 市 125,489 139,382 13,893 11.1 宝 達 志 水 町 140,538 152,534 11,996 8.5

羽 咋 市 131,041 144,901 13,860 10.6 中 能 登 町 125,131 135,121 9,990 8.0

白 山 市 147,453 156,682 9,229 6.3 能 登 町 142,100 154,021 11,921 8.4

能 美 市 146,421 156,516 10,095 6.9 穴 水 町 123,743 135,189 11,446 9.2

川 北 町 174,290 187,401 13,111 7.5 県 平 均 149,770 160,959 11,189 7.5

区　　分

一人当たり納付金額
区　　分

一人当たり納付金額

◇一人当たり納付金額(＝納付金額／加入者数)は、市町が決定する実際の保険料とは異なる うち、前期高齢者交付金の
減等によるもの 4.4ポイント
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令和７年度 市町村標準保険料率

〇 県は、市町が保険料を決定する際に参考となる標準保険料率を示すこととされている

→市町は、県が示した標準保険料率を参考に、地域の実情に応じて保険料を決定

所得割　(%) 均等割　(円) 平等割　(円) 所得割　(%) 均等割　(円) 平等割　(円) 所得割　(%) 均等割　(円) 平等割　(円)

金沢市 9.08 38,148 25,307 2.74 11,345 7,526 2.42 12,375 6,051

小松市 8.56 35,936 23,840 2.69 11,146 7,395 2.36 12,074 5,904

七尾市 8.59 36,062 23,924 2.71 11,220 7,443 2.36 12,090 5,911

加賀市 8.17 34,309 22,761 2.72 11,263 7,472 2.38 12,189 5,960

輪島市 8.36 35,098 23,284 2.72 11,276 7,480 2.40 12,272 6,001

珠洲市 8.84 37,123 24,627 2.76 11,450 7,596 2.45 12,522 6,123

羽咋市 8.06 33,831 22,444 2.62 10,861 7,205 2.33 11,943 5,840

白山市 8.63 36,262 24,056 2.76 11,437 7,587 2.36 12,098 5,915

能美市 8.49 35,665 23,660 2.66 11,031 7,318 2.34 11,962 5,849

川北町 9.40 39,487 26,196 2.65 10,971 7,278 2.28 11,664 5,703

野々市市 9.20 38,627 25,625 2.72 11,274 7,479 2.39 12,224 5,977

津幡町 9.19 38,579 25,593 2.68 11,084 7,353 2.34 11,957 5,847

かほく市 9.23 38,767 25,718 2.65 10,977 7,282 2.32 11,882 5,810

内灘町 8.65 36,321 24,095 2.69 11,134 7,386 2.35 12,009 5,872

志賀町 8.15 34,210 22,695 2.66 11,005 7,301 2.33 11,906 5,822

宝達志水町 9.01 37,850 25,110 2.73 11,302 7,497 2.36 12,094 5,914

中能登町 7.70 32,326 21,445 2.66 11,001 7,298 2.35 12,048 5,891

能登町 8.97 37,688 25,002 2.69 11,133 7,385 2.40 12,284 6,007

穴水町 7.74 32,488 21,553 2.71 11,212 7,438 2.44 12,484 6,105

※市町村標準保険料率は、資産割を除く３方式で算定

区分
医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分
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令和７年度 保険料の決定状況について（概要）１／２

〇 保険料の改定状況（市町の聞き取り内容）

保険料は、加入者それぞれの所得や世帯構成の状況に応じて決定されることから、

一概に引き上げ、引き下げと言うことは難しいが、

多くの市町では、総体として、引き上げと認識。

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割
％ ％ 円 円 ％ ％ 円 円 ％ ％ 円 円

金沢市 9.08 － 24,000 25,200 2.74 － 11,280 7,440 2.42 － 12,360 6,000

小松市 7.00 － 30,600 28,700 2.20 － 9,800 8,600 1.90 － 9,900 6,700

七尾市 6.50 － 26,900 17,600 2.40 － 9,500 6,600 2.10 － 10,600 5,300

加賀市 7.36 － 27,600 20,800 2.20 － 8,900 6,200 1.88 － 9,700 4,400

輪島市 7.00 － 28,000 20,000 2.75 － 11,200 7,300 2.38 － 12,200 6,000

珠洲市 7.00 － 23,500 21,300 2.40 － 9,800 6,800 2.10 － 11,000 5,500

羽咋市 7.50 － 30,000 19,000 2.60 － 10,000 7,000 2.20 － 11,000 6,000

白山市 7.55 － 32,100 29,000 2.00 － 8,300 6,300 1.90 － 9,800 6,500

能美市 7.64 － 32,100 21,300 2.39 － 9,900 6,600 2.11 － 10,800 5,300

川北町 9.40 － 38,000 26,000 2.70 － 11,000 8,000 2.20 － 11,000 5,000

野々市市 8.03 － 33,700 22,100 2.90 － 11,900 7,800 2.52 － 12,900 6,300

津幡町 8.05 － 33,800 22,200 2.55 － 10,500 7,000 2.39 － 12,200 5,900

かほく市 8.42 － 35,400 23,400 2.65 － 10,900 7,200 2.32 － 11,800 5,800

内灘町 8.35 － 36,000 24,000 2.69 － 10,800 7,200 2.35 － 12,000 6,000

志賀町 6.50 － 27,000 18,000 2.40 － 9,600 6,700 1.90 － 9,000 5,100

宝達志水町 7.25 － 25,000 20,800 2.15 － 8,500 6,100 1.75 － 11,000 1,900

中能登町 6.50 － 26,300 18,400 2.20 － 9,200 6,400 1.70 － 8,900 4,000

能登町 7.00 － 28,000 20,000 2.40 － 10,000 7,000 2.00 － 11,000 6,000

穴水町 7.30 － 25,500 26,400 2.10 － 8,400 5,400 1.80 － 8,400 4,500

区分
医療分 後期高齢者支援分 介護納付金分

（市町数）

区分 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

引き上げ 3 4 13

据え置き 15 15 6

引き下げ 1 0 0
網掛け部分は、
保険料改定
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令和７年度 保険料の決定状況について（概要）２／２

〇 保険料の賦課方式

国保制度改革を契機に３方式に変更する傾向が続いており、令和７年度は、全て

の市町で、医療分、後期分、介護分とも３方式となった。

（市町数）

区分 賦課方式 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

２方式 0 0 0

３方式 19 19 19

４方式 0 0 0

２方式 0 0 0

３方式 19 19 19

４方式 0 0 0

２方式 1 1 0

３方式 18 18 19

４方式 0 0 0

医・後・介の全て ３方式 18 18 19

医療分

後期分

介護分
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【随時実施】
R８年度に向けた納付金等に関する議論

（連携会議・作業部会等）

令和８年度 納付金等の算定スケジュール【予定】

国 県 市町

R８年度の公費の在り方を提示

R８年度試算用の仮係数（公費の交
付額等）を提示

Ｒ７.７

R７.12下旬

Ｒ７.8

Ｒ８.3

R７.11

Ｒ８.１

R８年度本算定用の確定係数（公
費の交付額等）を提示

８月２２日：第１回運営協議会
・Ｒ６年度決算見込の概要等

R８納付金等の仮算定

Ｒ８納付金等の本算定
・確定係数により算定を行い、納付金・標
準保険料率を確定

（市町運営協議会における議論）

２月頃：第２回運営協議会
・Ｒ８納付金の算定結果、国保運営方
針に基づく取組の成果等

Ｒ８.２

令和８年度納付金等の算定方法、将来的な保険料水準に係る方針は、石川県国保運営方針のとおりとする。

（石川県国保運営方針）
『保険料水準の統一については、（中略）直ちに統一の目標年度は規定しないものの、（中略）保険料算定方法など市町との議論の具体化を、
本運営方針の中間見直し時期もとらえて進め、将来的な統一を目指すこととする。』

予算審議(当初議会) ・ 条例改正等
・Ｒ８年度予算を決定

保険料率の検討
・県から示された納付金額（仮）を踏まえ、
Ｒ８年度の保険料率を検討

保険料率の算出
・県から示された納付金額を踏まえ、Ｒ８年
度の保険料率を算出
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《参考》 石川県国民健康保険運営方針の概要

　　

　　

≪医療費総額の推移≫ ≪１人当たり医療費の推移≫

≪財政運営の仕組み≫

※ 保険給付に必要な費用は、県が、全額、市町に対して支払う。（市町からの納付金等を財源）

◆策定の目的 県と市町が一体となって、国民健康保険の保険者事務を共通認識の下で実施するとともに、
各市町が事務の広域化や効率化を推進することができるよう、
県内の統一的な国民健康保険の運営方針として策定する。

◆ 策定の根拠 国民健康保険法第８２条の２
◆対象期間 令和６年４月１日 ～ 令和１２年３月３１日（６年間）

※３年ごとに検証を行い、必要に応じて中間見直し・改定

第 １ 章 基本的な事項

第 ２ 章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

１ 市町国保の現状

２ 国保財政運営に係る基本的な考え方

○ 被保険者の状況 被保険者数は減少傾向 （H29)234,791人→ (R3)207,927人 [県総人口に占める割合18.6％]
一方、前期高齢者 (65歳～74歳) の割合は増加傾向

（被保険者全体に占める割合は51.7％ [全国平均45.5％]）
○ 医療費等の状況 医療費総額 (H29)   994億円 → (R3)  944億円

１人当たり保険料 (H29) 104,196円 → (R3)  98,769円 [全国平均97,179円]
※将来の見通し R11には被保険者数は26.7%減少、医療費総額は14.2%減少すると推計（R3比）

○ 国保財政の状況 市町国保の収支差（収入総額-支出総額）は、約5.3億円の黒字
（R4) （R4決算において、決算補填等目的の法定外繰入（赤字）が、計画より１年前倒しで解消。）

県国保の収支差は、18.2億円の黒字 （国庫精算除く実質的収支差は、約12.0億円の黒字）

○ 市町の国保特別会計 ： 必要な支出を保険料や国庫負担金などにより賄うことで、単年度収支を均衡
○ 県の国保特別会計 ： 必要な支出を納付金や国庫負担金などにより賄うことで、単年度収支を均衡
○ 赤字解消・削減の取組等 ： 赤字（決算補填等目的の法定外繰入等）が生じた市町は、要因を分析し、

県と協議の上で計画を作成し、計画的・段階的な解消・削減に努める
○ 財政安定化基金の運用 ： 市町や県に対する貸付・交付、年度間の財政調整への活用

第 ３ 章 市町における保険料の標準的な算定方法及びその水準の平準化

第 ４ 章 市町における保険料の徴収の適正な実施

○ 国保の安定的な財政運営の大前提となる「保険料」の適正な徴収について、必要な取組を定める。
・ 収納率目標の設定（保険者規模別）
・ 被保険者の利便性向上に資する納付方法 （コンビニ収納、スマートフォンを活用した収納方法 等）の拡大

第 ５ 章 市町における保険給付の適正な実施

○ 「保険給付」が法令に基づく統一的なルールに従って着実に行われるよう、必要な取組を定める。
・ レセプト点検の充実強化
・ 県による保険給付の点検、返還金の徴収等 (必要に応じ、市町と協議の上、実施）

第 ６ 章 医療費の適正化の取組

○ 「医療費」 の適正化を行い、国保の財政基盤を強化するための取組を定める。
・ 特定健診・特定保健指導の推進（研修会の開催等）
・ 後発医薬品の使用促進、適正服薬の推進、重症化予防の取組 等

第 ７ 章 市町が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進

○ 市町が単独で実施している事務のうち、広域的に取組むことで、効率的・効果的な事務運営につながる
ものについて、共同実施を推進する。
・ 全市町が導入した市町村事務処理標準システムの運用面での標準化を推進

第 ８ 章 保健医療サービス ・ 福祉サービス等に関する施策との連携

○ 医療保険以外の保健・介護・福祉分野等の施策との連携の取組を定める。

・ 地域包括ケアシステムの構築に向けた取組、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 等

第 ９ 章 施策の実施のために必要な関係市町相互間の連絡調整等

○ 本運営方針に基づき、国民健康保険制度を安定的に運営していくため、引き続き、
関係者（県・市町・国保連）間で意見交換や協議を実施する。

県
〈特別会計〉

①県全体で

必要な納付金

総額を算定

市町
〈特別会計〉

⑦医療費を支払

⑥納付金の納付

被保険者

④保険料決定・賦課

（③を参考）

⑤保険料納付

②市町ごとの納付金の額を

決定 （各市町の医療費水準、

所得水準を考慮）

③標準的な保険料算定方式に
基づく市町ごとの標準保険料率

を提示

○ 県は、市町ごとの納付金を決定するとともに、市町が保険料を決定する際の参考となる
標準保険料率を示すこととされており、それらの算定のために必要な事項を定める。

○ 標準的な保険料算定方式等
(1) 医療費水準の反映 ： 納付金に医療費水準を全て反映（α＝１）

(2) 所得水準の反映 ： 納付金に本県の所得水準を反映（β＝国が示した数値）

(3) 保険料（納付金）算定方式 ： ３方式（所得割、均等割、平等割） ※医療、後期、介護とも

(4) 標準的な収納率 ： 市町ごとの直近過去３年の平均収納率

○ 保険料水準の統一

(1) 国の考え方 ： 将来的に、都道府県内の保険料水準の「完全統一」を目指すことが望ましい
(2) 県の対応 ： 国の考え方を受け止めつつ、市町それぞれの実情も踏まえ、直ちに統一の目

標年度は規定しないものの、国保財政の安定的な運営のため、保険料算定
方法など市町との議論の具体化を、本運営方針の中間見直し時期もとらえて
進め、将来的な統一を目指すこととする


